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第１章　現状確認

第１節　計画の進行管理について

１　計画の位置づけ

本市では、平成１７年度決算における実質公債費比率が１８．７％となり、地方債発行につい

て県の許可が必要となる基準値１８％以上となったことから、平成１８年度において『公債費負

担適正化計画』（以下、「初年度計画」という。）を策定しました。平成１９年度以降は、初年度計画

の進行管理を行うため、毎年度『公債費負担適正化計画』を策定してきたところであります。

平成２２年度においても、平成２１年度決算における実質公債費比率が１８．５％となり、引

き続き基準値を超えていることから、『公債費負担適正化計画【第５年度】』（以下、「第５年度計

画」という。）を策定し、初年度計画の進行管理を行うものです。

２　実質公債費比率の算出について

実質公債費比率の算出方法は下記の計算式によります。

なお、平成１９年６月２２日に公布された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に伴い、

公債費充当一般財源等額の算出対象会計が、決算統計における普通会計から一般会計等に変更さ

れています。

　　　　　　　　　　　　　①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦－⑧

　実質公債費比率　＝　―――――――――――――――――――

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑨－⑧

① 公債費充当一般財源等額（一般会計等）

② 「借換債」に係る公債費充当一般財源等額

③ 満期一括償還地方債の１年当たりの公債費

④ 公営企業への繰出金のうち地方債の償還に充てたと認められるもの

⑤ 一部事務組合等の起こした地方債の償還に充てたと認められる補助金又は負担金

⑥ 公債費に準ずる債務負担行為に係るもの

⑦ 一時借入金の利子

⑧ 基準財政需要額に算入された元利償還金（準元利償還金を含む）

⑨ 標準財政規模（臨時財政対策債を含む）
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第２章　進行管理

第１節　公債費負担適正化の取り組み状況

１　基本方針に基づく取組状況

初年度計画において示した基本方針①及び②の市債発行額の抑制については、平成２１年度に

おいても、新規市債発行額を元金償還額以下に抑制することを基本に事業を執行しました。

また、④の基準外繰出金の抑制については、公営企業の独立採算の原則を踏まえ、使用料など歳

入の確保に努めているところであり、⑤の一部事務組合の負担金、⑥の債務負担行為の設定につ

いても、実質公債費負担の低減に向けて、引き続き、適切に対処しているところであります。

２　補償金免除繰上償還の実施

　　これまで、公的資金の繰上償還については、その償還による貸付元の損失（将来の受取利子

分）について補償金を支払うことを条件に許されていましたが、平成１９年度において、平成

　２１年度までの３年間の臨時特例措置として、補償金を免除した繰上償還の制度が創設されまし

た。

　　このことを受け、本市でも、公債費負担の低減を図るため、当該制度を活用した低利資金への借

り換えに取り組んだ結果、後年度の利子負担を約１億８千万円軽減することができました。

３　その他の取組状況

銀行等引受資金の調達に際し、予算書に示されている上限利率とあわせて、共同発行市場公募

地方債及び県の証書借入の利率を参考に予定利率を設定し、見積り合わせを実施することにより、

利子負担の低減を図っています。

第２節　前年度決算の状況

１　実質公債費比率の算出結果

平成２１年度決算における実質公債費比率は、１８.５％となりました。算出結果の詳細は、表

１のとおりとなります。
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表１
■■■■平成平成平成平成２１２１２１２１年度決算年度決算年度決算年度決算におけるにおけるにおけるにおける実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率

※※※※分子分子分子分子としてとしてとしてとして計上計上計上計上するものするものするものするもの （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度

7,017,183 7,003,184 7,419,392

185,115 155,697 770,035

貸付金の財源として発行した地方債に係る
貸付金の元利償還金

92,346 75,426 41,586

公営住宅使用料 317,202 329,911 316,621

その他 51,165 53,157 48,041

6,371,355 6,388,993 6,243,109

水道事業会計 21,780 63,526 52,008

湊町簡易水道事業特別会計 0 0 0

西田面簡易水道事業特別会計 0 0 0

観光施設事業特別会計 0 0 0

下水道事業特別会計 1,004,820 971,734 995,428

地方卸売市場事業特別会計 4,275 6,129 1,589

農業集落排水事業特別会計 136,037 134,970 127,012

個別生活排水事業特別会計 1,839 4,608 8,243

三本松地区宅地整備事業特別会計 0 0 0

物流ネットワークシティ事業特別会計 0 0 0

小計 1,168,751 1,180,967 1,184,280

会津若松地方広域市町村圏整備組合 435,827 421,291 417,539

会津若松地方水道用水供給企業団 41,921 40,958 40,608

小計 477,748 462,249 458,147

土地開発公社に係る償還分 330,592 318,403 487,471

利子補給に係るもの 11,956 13,387 12,670

国営土地改良事業に係るもの 69,405 69,405 69,405

その他準公債費 27,347 21,876 20,474

小計 439,300 423,071 590,020

⑦⑦⑦⑦ 3,818 5,777 3,370

8,460,972 8,461,057 8,478,926

※※※※分母分母分母分母としてとしてとしてとして計上計上計上計上するものするものするものするもの

19,053,188 18,927,882 18,609,198

7,614,735 8,104,655 8,386,523

1,253,841 1,174,409 1,822,709

※※※※分子分子分子分子、、、、分母分母分母分母からからからから控除控除控除控除するものするものするものするもの

⑧⑧⑧⑧ 3,902,039 3,929,735 4,034,254

0.18979955 0.18664920 0.17933507

実質公債費比率（単年度） 18.97996% 18.66492% 17.93351%

実質公債費比率

（3ヵ年平均）

18.5%18.5%18.5%18.5%

普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された地
方債の元利償還金（準元利償還金を含む）

公債費に準ずる債務負
担行為に係るもの

一時借入金利子

合　計

臨時財政対策債発行可能額　

⑨⑨⑨⑨

標準税収入額等　

普通交付税額　

⑥⑥⑥⑥

一部事務組合等の起こ
した地方債に充てたと
認められる補助金又は
負担金

④④④④

公営企業への繰出金
のうち地方債の償還に
充てたと認められるも
の

⑤⑤⑤⑤

項　　　目

一般会計等の地方債元利償還金

繰上償還額及び借換債を財源として償還した額

①①①①

公債費充当一般財源（一般会計等）

元利償還金に充てられ
る特定財源
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２　実質公債費比率の状況

平成２１年度決算における実質公債費比率の状況について、初年度計画での推計と実際の算出

結果を比較すると表２のとおりとなります。

なお、平成２１年度決算における実質公債費比率は、公債費負担の適正化の推進により、初年度

計画での推計よりも改善しています。その主な要因は次によるものです。

　・平成１９年度から２１年度にかけて実施した公的資金補償金免除繰上償還による効果

　・銀行等引受資金について、予定利率制度を導入したことによる金利負担の低減。

　・公営企業会計において、歳入の確保や事業費の抑制等に努めたことによる繰出金の減。

表２

■初年度計画と第５年度計画の算出結果比較

実質公債費比率 単年度

H19 H20 H21

３ヵ年平均

初年度計画　　（Ａ） 19.6％ 20.0％ 19.1％ 19.6％

第５年度計画　（Ｂ） 19.0％ 18.7％ 17.9％ 18.5％

差（Ｂ－Ａ） ▲0.6％ ▲1.3％ ▲1.2％ ▲1.1％

　

第３節　将来推計

１　既往債にかかる実質公債費比率の将来推計

平成２１年度決算の確定と平成２２年度当初予算から、既往債（平成２２年度借入予定額含

む）にかかる実質公債費比率を推計すると表３のとおりとなります。

２　新発債を含めた実質公債費負担の将来推計

既往債にかかる実質公債費負担の将来推計に、平成２２年度以降の新発債を含めた実質公債費

比率の推計は表４のとおりとなります。
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据 据据据

え えええ
置 置置置

い
た

い
た

い
た

い
た

額 額額額
を ををを

記
入

記
入

記
入

記
入

し ししし
（ （（（
平

成
平

成
平

成
平

成
2
1

2
12
1

2
1
年

度
以
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績
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年
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よ
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に

よ
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発
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３　初年度計画の進行状況

新発債を含めた実質公債費負担の将来推計について、初年度計画と第５年度計画を比較すると

表５のとおりとなります。

実質公債費比率は、初年度計画での推計どおり平成２７年度に１８％を下回る見込みです。

なお、平成２３～２７年度において初年度計画より改善する見込みであるのは、次の要因によ

るものです。

・平成１９年度から２１年度にかけて実施した公的資金補償金免除繰上償還による効果

・平成２1年度の新規市債発行額の抑制

・銀行等引受資金について予定利率を導入（平成１８年度からの継続）

第４節　今後の公債費等適正化にあたっての方針

第３節における検証により、初年度計画のとおり平成２７年度には、実質公債費比率が１８％

を下回る見込みです。

このため、今後も「公債費負担適正化基本方針」に基づき、引き続き、平成２７年度までの公債費

負担の適正化を推進していきます。

■初年度計画と第５年度計画の比較 （単位：％、ポイント）

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

初年度計画 単年度 19.0 18.2 19.6 20.0 19.1 19.4 19.3 18.7 18.2 15.8 14.6

(Ａ） 3ヵ年平均 18.7 18.8 18.9 19.3 19.6 19.5 19.3 19.1 18.7 17.6

第５年度計画 単年度 19.2 19.2 19.0 18.7 17.9 18.4 18.7 17.7 18.0 16.9 16.6

（Ｂ） 3ヵ年平均 18.7 19.3 19.1 18.9 18.5 18.3 18.3 18.2 18.1 17.5

比較（Ｂ－Ａ） 単年度 0.2 1.0 ▲ 0.6 ▲ 1.3 ▲ 1.2 ▲ 1.0 ▲ 0.6 ▲ 1.0 ▲ 0.2 1.1 2.0

3ヵ年平均 0.0 0.5 0.2 ▲ 0.4 ▲ 1.1 ▲ 1.2 ▲ 1.0 ▲ 0.9 ▲ 0.6 ▲ 0.1

表５
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－ 8－

　

① 毎年度の新規市債発行額を元金償還額以下へ抑制することにより、市債残高の低減を推進し

ます。

② 一般会計等における市債発行額は、平成27年度までに実質公債費比率が18％未満となるよ

う、毎年度作成する中期財政見通しにおいて、市債発行額の上限額を定めます。

③ 市債を伴う事業の実施にあたっては、緊急性・必要性の観点及び他事業との優先性に十分留

意しながら、毎年度策定する中期財政見通しを基本とした財政運営のなかで、実施時期の検討

及び事業費の十分な精査を行います。

④ 実質公債費比率に関係する各特別会計については、公営企業として独立採算を原則としてい

ることを再認識し、会計内における歳入の確保や事業費の抑制等により、経営の健全化に努め

るとともに、基準外繰出金の抑制を図ります。

⑤ 一部事務組合における今後の施設整備にあたっては、実施の時期や施設規模の検討、事業費

の十分な精査など、負担金抑制に向けた取組みを促進します。

⑥ 債務負担行為の設定は後年度の財政負担を拘束することに留意し、今後の債務負担行為設定

にあたっては、その必要性を十分精査しながら慎重に対応します。

⑦ 資金運用の効率化に努め一時借入金利子の抑制を図ります。

【公債費負担適正化基本方針】
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